
総務課 1
価格高騰重点支援給
付金事業【低所得者
世帯給付金】

コロナ禍における電力・ガス・食料品等の高騰によ
る負担増を踏まえ、住民税非課税世帯の生活支援対
応事業

R5.4 R5.12 87,780,000 

・対象世帯：令和5年度分の住民税非課税世帯
　事業費　87,780,000円
 
　【内訳】
　　2,926世帯×30,000円＝87,780,000円

物価高騰による家計への負担軽減に繋がった。
　対象：3,117世帯
　支給：2,926世帯
　支給率：93.9％

総務課 2
価格高騰重点支援給
付金事業（事務費）

コロナ禍における電力・ガス・食料品等の高騰によ
る負担増を踏まえ、住民税非課税世帯の生活支援対
応事業事務経費

R5.4 R6.1 3,774,289 

・価格高騰重点支援給付金支給に係る
　事務費　3,774,289円

　【内訳】
　　消耗品費：251,936円
　　印刷製本費：246,338円
　　通信運搬費：838,572円
　　手数料：262,570円
　　委託料：864,197円
　　人件費：1,310,676円

物価高騰による家計への負担軽減に繋がった。

観光商工課 8 地域応援商品券事業

コロナ禍における収入減少や各種物価高騰により生
活に影響が出ていることから、町民の生活支援のた
め商品券を給付する。併せて、町内経済活性化を図
るため、商品券は町内利用限定のものとする。

R5.9 R6.3 122,515,195 

全町民に町内の登録事業所で使用できる商品券を配
布した。
商品券発行枚数：24,101部（1部5,00円）
商品券換金額：115,952,000円
換金率：96.22％
取扱店舗数：281店
その他事業費：6,563,195円

町民の消費意欲の喚起を図ることができた。また、
使用できる事業所を町内に限定したことで、直接的
な経営支援にも繋がり、地域経済の回復に寄与でき
た。

計 214,069,484 
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